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はじめに

韓国の農業にとって水不足は悩みの種であった

し、 現在においてもなおそうであるのだから古く

か九、 さまざまな水利事業が行なわれてきた。こ

の論文ほ比較的近年の水利事業のあ f、ましをみよ

うとするものである。

ところで韓国農業において，水利事業はどのよ

うな意義をもつのだろうか。農業が多かれ少なか

れ核物の栽培をその基礎としている以J.，水との

間連をたちきることはできた十日水（／）安定的供給

/t畏業にとって必然的h要求である〉さらに，産

業経済の発展に伴う農業の近代化J土、 より多量の

水のより安定した供給を！ とレう形で水問題を発

生させる。農業技術の発達は，水の効率的な利用

を促進するが，他方，土地利用度のt昇や経営の

集約化によって，多量の水が要求される。

水田農業にとって， 7k：土い，＇ぞろ決定的な要素

であるの水利の良否は‘生産々を焼定する。それ

はL、う主でもなく，水田の用水量（注 lJは他tこ比べ

てt友鮮であり，有効雨量を越えやすレがらである。

コメの要水量は，他の作物と大差がないとされ

ている（注2）のに，水田の用水量が多いのは， i甚水
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栽培が行なわれているためである。最近の研究に

上ると、 ぷ¥I;水栽培は，コメにとって必然的な方法

ではなL、とされている。しかし， さまざまな有示！

な点をも，）この方法は， 当分の間，米作における．

某本的な栽培技術としてとどまるだろう。

このように，水は水田農業にとづて基本的な生

産婆紫であって，水利事業は，とくに水田農業と

関連して， その重要性が評価できる。とすれば，

永平I］事業の；立義づけは，韓国における水田農業の

地位を明「〉かにすることによ J’てみたきれる。

農家経済調査Jtこよって， 韓国の農家経済に

i1iめあコメの地f立をみると， 第 1表のどおりであ

る。すなわち，農業収入に占めるコメの比率は，

60%近くに遺する。兼業収入が少ないので，農家

収入においても50%ほどを占めている。だからコ

メ山生産－力の向上が，農家経済の安定化に役だっ

こi（）、L、う七でもあるまい。さんに， iヰ民経済に

i1i<'hζ》r,宅業＜｝）地位の高さを考慮すれば， コメを中

，し、と十る農業生産力の安定と発展が、 国民経済に

とってもつ意義はおのずから明らかであろう。

第 Ii幾 重量家経済に占めるコメの割合

（単位： 1000ウォン）

炉開設智慧些メ引山川γη
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81 I 20 I 45 : 45 ; 56 
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（出所） 農林部『農林統計年報1967年』。

（注） l戸当たり平均経常価格。



Ⅰ　水利事業の効果
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（注1〕 用水最＝禁箇若草発蹟；十水面蒸発鎖：＋地下浸

透： f「引 l｜量。前三 ,v,/) -:--i-，地下浸）古車ノ＇y(決定的な

要素でお；： .農林省『Ii本野菜と水利；11.n< 19no年），

56ベ一正彦照。

(IJ.2) 幾林省『庁本終業と水不lj用』， 56ページ参

照。

I 水平lj事業の効果

第1闘は，解放後のコメの 10アール当たり収量

の変化を示Lたものであるの統計の信溶性につい

ては疑問の点もあるが， おおまかな動きをみるに

はかまわないと思う。聞によると， 1960年までは，

ほぼ270キログラムの綿で頭打ち状態を示し， そ

れ以降、 激しい波動を伴いつつ生産力0)Jニ昇がみ

られるc 191-30年までの長期にわたる生産力の停滞

は，その問，農家の耕作規模に，ほとんど変化を

みなか叶た竺とを考慮すれば，農家経済もまた，

長期にわた J Jて停滞してし、たことを示略する。の

みならず， 解放直後の湛乱期と朝鮮戦争の時期に

生産力の大幅な後退がみられ，植民地支配からの

解放や‘ 1950年に行たわれた農地改革によ d》て符

られた利益を相殺し， むし乃農家経済を F点illさせ

たのではなし、かと思われる。

第2に注目すべきことは， 単位面積当たり収量

の上下波f1JJが激しいということであるつ とくに，

1960年以降の生産力i二井期には，ほほ l{fおきに

上昇と後退を繰り返している。後退はいずれも早

害によるものである。第2閣に示し党降雨量の変

化が， 第 1I渇のグラフの変化と軌を→にしている

ことに注目されたい。韓国の米作は， 「日照りに

弱く，洪水に強いJとよくいわれるが，二つのグ

ラフはこのことをよく示している。 K'よ業生産の安

定化にとって水不足の解｛自が重要であることはい

うまでもない。さらに，水利の安定化は，他の農

事改良の前提でもある。水利が不安定な場合，早

ばつの危険があるため，農民は施肥や除草などの

資本投下に梢極的である。この結果，水利の安全

な水田と不安全な水田の間iこは，生産力において

大きな格差が生ずる。 FAOの調査員が， 1949年に

推計した資料によると，水利別水回生産力は第2

表のとおりであるc

水利の安定した水田地帯では， 先進的な農業技

術が積極的に取り入れられ，土地生産性において

第1I酒 ゴメの10アールヲiたり収量の動き
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( I'll所〉 1945～58年の数値は農業協同組合r韓国民
政20年史』（印刷年）の統計を修正したもの。 195付
～66年の数値は農林部『農林統計年報19f-i7年1

第2図降雨量の年変化
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（出所） 農林部『農林統計年報1967年』。

（注〉 測量；地点は全州。
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Ⅱ　水利事業と自然条件
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童書2表水liJ日lj;f( fll守政f)

（ ｜当たり生
I-"' F良 ！間1οアール
三：ク）！（υ川、c,11;rc;o)I穫量（主宰）

水利組合回！ 工85,205！吋 531 261 288 
その他の水利安全国｜ :354,210: 291 871 431 245 
水利不安全国I 281, 077! 2s1 491 241 114 
天水田I 416. o67j 33[ 141 11 :is 

a+ ｜山間9：＿川叫1州刑
r IH 8行） 大韓水利組合連（，会同部品l二地改良事業10
可史』〔1956年）， 28－、ージのN.tり作成c
(1t) 本表は解放前の実弘Uこに pごw訂正されたもの
T：，著しい過小評価がみられる 枇在当局では
]949年の10アール当どり平均生斤がを 268キログ
ヅム程度とみている。」、すれにしても，水平I］の不
安定な水田は，そうでないものに対し，相対的に
非常に1氏い！？七産力しかもちえないことに注目され
Tこ、、日

日本の水準に迫りつつある。 －ti，広大な天水田
では昔ながらの粗放的な経常が行な，hれ，生産力

i＇格段と低い。水利事業 l士， 三円上うな水田の生

産力全高めるための前提となゐのである。

II ;J<利事業と f＇.］然条件

韓国の水利事業が， もっぱら水不足対策を内容

としていることはすでに述べた。 ではし、〆》fこし、ど

の上うな条件のもとで、 水不足が乍ずるのであろ

うかの水田農業においては，若干の中子期を除く 4

力月半の栽培期間中， 常時洪水しておくが，とく

に，活着期と穂ばらみ努iに多量の水を要する。清

水量は，先に示したように，〔葉箇燕発最＋水面蒸

発量＋地下浸透量一有効雨量〕によって得られる

が， 有効雨量は，降雨の季節的変化の型と重要な

間連をもってかる。第；lI苛に号令小l、｜の例を示した。

降雨期が，稲の要水期にあたるため、水田農業に

は好都合な条件となっているつそして，これが水

利事業に対する熱意をそく役割をも J ，ている。い

かに，多くの人力と資力を費やした施設も，雨に恵

まれれば，全く無用の長物と化してしまうからで

J6 

第3劉降雨量の季節的変化
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Cir＼所） 農業協同組合『農業年鉱f各年次より。

（注〉 最大・最小を除く1961～65年の3カ年平均。
調査地点は全州、｜。

ある。水不足が生ずるのは， 6月の本間移植期に，

いわゆるカラつゆ現象が起こるときと， 8月下旬

以降の徳ばらみ期に， 台風がこず，日照りとなる

ときである。このようなとき，水不足をさらに助

長するのは，河川の利用ができなL、からである。

韓同の河川は， 国土の広さのわりには，大きなも

のが多い。第4図に示した5大河川の流域面積は

悶土面積の70%を占めている。耕地の場合，この

5大向川の流域内のものが，全体の70%を越える

ιのし思わjLる0 L-かし， これらの5大j可川は，
広大な流域面積をもつにもかかわじ.ず， 流量の変

化を， 降雨量のそれと全く軌をーにしている。つ

主り，雨期には多量の水が一度に流れて洪水を

組こすが，それ以外のときは，流量がごく少なく

なる。だから，用水源としてはあまり重要な役割

をしない。このような自然条件のもとでは，貯水

施設の建設が，用水源の確保のために，必須であ

らハ

とごろで水利事業は，土地の生産力を高めるた

めの資本投下であり，その利益は，結果的に，土

地所有者に帰属する。だが，それが大規模かっ長

期の固定投資たらざるをえないため， 個々の小土



第4図緯国の5大河川とその流域

地所有者によってなしうるものではなく，集団的

に行なわなければならない。 しかし，ょうやく，

自給的段階を脱しつつある農民には， 長期にわた

ってねかさなければならない大規模な資本投下を

なしうるほどの資金はもちえない。水利事業が一

つの国家事業的色彩をおびたものにならざるをえ

ないのはこのためである。それゆえに，水利事業

は国の経済政策の方向， 国民経済における農業の

地位によって左右されることにもなる。

III 水利事業の発展

1965年現在，韓国の水田面積は約130万ヘクタ

ールであるが，その水利状況は，第5図のとおり

である。

ffi 5図水田の水利状況（1965年）

ホ干rJf、安全打i

u血己主l込中日｛r
以外の水利安全［百

（出所） 農林部『土地改良事業年報1966年』， Iべー
ジから作成c

lまぼ60%が，通常の年において，水利に不安が

ないが， 40%は， 降雨の事情によっては，水不足

を引き起こすことがある。土地改良組合は， 20世

紀にはいってはじめて設置されるようになったも

ので，完備した水利施設をもっ法人形式の近代的

な水利団体である。 1906年に最初の組合が設置さ

れて以来60年あまりになり，ようやく，全水田の

4分の 1が組合田になった。

20世紀にはいってからの国の水利事業は，主と

して土地改良組合への投融資という形でなされて

きた。まず， 土地改良組合による水利事業をみて

みよう。

1. 土地改良組合による水利事業

土地改良組合は， 1961年に， 「水利組合の合併

に関する特別措置法」によって， 旧来の水利組合

が改称されたものである。韓国の水利組合は，韓

国が日本の食糧基地として，植民地的に再編成さ

せられていく過程で設置されたものである。すな

わ払 日本が韓国に対する政治的支配を確立して

いくなかで，数多くの日本人たちが韓国に広大な

耕地を獲得していったのであるが， かれらは農業

経営を行なう前提として，水利事業を行なう必要

性を痛感した。というのは， 当時においては，大

河川によって形成されたデ、ノレタ平野でありながら
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水不足のため，農業の発遣が遅れていた。逆にい

えば，水利事業さえ行なえば，安価で入手した広

大な耕地を， 生産力の正：i', 、水田になしえたかんで

ある。また，水利さえよくなれば，集団に変えう

る干靖可能地方E広く存在していたがらである。

1906年，こうした地主たちの要望で「水利組合条

例jが公布された。この条例は，全文13条の簡単

なものであったポ，組合の水利施設によって利益

を受ける土地の所有者から，組合費を強制的に徴

収する権利や組合の事業に対する｜下｜の補助たどを

定め， 今日の土地改良組合の原型を示している。

しかし， 1919年までは‘政府は，水平q事業には積

極的でなく， また地主伊！Jにおいても，一部を除い

てそれほど積極的でなかった。この時期において

は， むしろ耕地を量的に増加させることに地主は

努力を集中したのである。地価がかなり低〈，高

率小作料が保証された元通らであ7パョ 1919年全で

に設置された水利組合は 19で，その纏概面積は，

約3方60ぽ）ヘクタールであった。ところが、 1919

年に日本で起こった米騒動改， にわがに政府：をし

て，朝鮮米への関心を高めさせた。こうして翌

年， 「朝鮮産米増殖計1lfiiJボ樹立されたのである。

この計画は，向こう15年間に42方7500ヘクタール

の士地改良を行ない，主事改良も f';わせ900万石

の璃産を達成し上うと 1ィ、うものT二〆〉た。 この百十爾

では， 国が主体となって水利事業を行なおうとす

るものではたし地主に補助金を与えて行なわせ

ようとするものであった。水利事業には、工事費

の20%以下の補、助が与えムれた。補助対象は， 30

ヘケタール以上の規模をもっ事業とされてL、たの

で，水利組合だけでなく個々の地主にも与えられ

たが， 1925年ま？はあまり進展をみせず， G年

聞に9万ヘクターノレの実績をあげたにとどまっ

た。
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1926年J朝鮮産米増殖計聞Jは改定され，土地

改良面積を 35万ヘクタールに縮小した「朝鮮産米

増殖更新計画」（以下「更新計画Jという〉がたてら

れた。同時に，朝鮮総督府に土地改良部，東洋拓

殖株式会社に土地改良部を，また， 工事代行機閣

として，朝鮮土地改良株式会社を設置して，土地

改良に対する援助体制を整備した。一歩国家事業

的色彩を濃くしたといえよう。このときから水利

組合の設置があいつぎ，「更新計画」が中止された

19:15年現在，水利組合数192，その謹概面積は勅

21万ヘクター／レに逮した。

水利組合の特徴をみると， まず1組合平均濯概

而境11mlヘクタールという数値から知られるよう

に， 規模が大きいということである。 「朝鮮水利

組合令ji土， 人数においては 5人以上と定めてU、

るが， 間横には規定がない。にもかかわらず，大

規模な組台の設立が多かったことは， ;k手！J事業が

閤家事業的色彩を帯び，官の指導性が発揮された

ためであろう。

落2に水利施設には，用水源としての溜池の

設置が多かったことである（第3表参照〉。

第3表水利組合の水平1］施設日lj濯j鏡面積（1935年）

一~竺［！i~戸可
! I （ヘク夕、！

i iミ 数！比ネ（%） I （ール 11比率（%）

堤堰｜ ms I 52 I 149,ooo I 71 
7伏 I 101 t 28 I 31,000 I 1s 
弘水機！ 66 I 1s ' 29,000 I 14 
その他！ 8 I 2 1,000 I 0 

計 1 362 I 100 1 肌 oooI 100 

（出所） 小平JI!九郎『朝鮮農業発達史ふ発遠鏡，
12焔ベージ。

第3に， 国家事業的色彩を帯びながらも，日本

人地主の利益に最大限奉仕しているということで

ある。それは，水利組合の設置が日本人の進出して

し、った地域に集中していることからも知られる。
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日本人地主l士、 初期には全羅北道など出印の設店

地帯に進出してL、ったが宅 後には， irr]Fc;i'"lむの大

きかった北朝鮮地域に1/1］かった向持芝修の研究に

よれば、 北朝鮮地域は，水回出自は少なL、が，相

対的に水利状況がよかったゆ I、c 11'］朝鮮地域
現在の韓l工IfこJ ）いてみてi，第5去にみど〉上うに、

比較的r＼~＇iL、相間関係をもつことが知られる。初期

においては先に述こたように‘ ノミ地価格がflt;，索で

あるという条件のもとで． H本人地iミたおは，ひ

たすら桃山のj時大にち？力を集中していたが司 この

時期にはいり，よ 7ゃく，民地｛1lli絡も上げιし，土

地生産性の］件へ関心力；1,,j i J-(-,), 1 , 政府グ））手＇， ・Ml 

山をま －） て、水利事業がjf!:反してい／！たノ）三あるの

ffi4表 水干il*[l~，とい本人所有史地のうj{i;

* ~ ；，安主て j尚！原t 

(I学位。 ＼ケケール）

水利組ft議決函桜 日本人所台一，土地i而Hi
主，，
J、 数！ J七杭いふ； ’'J~ 

ll,2j7 
2, 2:,1 tノ
12、077I 11 
,14,:-¥74 ；ぃ
10, 79(i lj 

時，371; 巧／ 

21,1'.H, 18 
7, jl):j h 

政 IJL¥'.0け1

l杭，5h] 1-l 

758 i （｝ 
27,4():l !,l 
62,,,0三 :ll 
ii4 ,42:1 I リ＇＇~6》

l ,(i9：ιl: 
2パ，（i21 14 
11-l'.! （｝ 

ll 7, ,1():) l(XI : 2り＇.！， IllI 100 

rnmrJ ノj,J;lj組（，I土1'142－＇干税。τ、朝鮮ft-1ヨ？府 f.il品w
Jj報』，あ15をfi号（昭和］lj年） 口￥入手i1f農地
は．農業協同組i',f隣国民政凶年史.1.91-lベージか
「J推定。

そしてこの際， 水利組合i土日本人地主を tト心に，

朝鮮人地主をきさ込んでし、く形で波医されてい－，

fことみムれる。

二のようにして‘ 水利組合による水利事業はよ

うやく軌道に乗り i土じめたが、 1~no 年‘日本にお

ける農業恐慌の影智を受けて朝鮮'.td1lli格が下落す

ると，水利事者空は不振に陥り， 19壮年っし、に，

「·~新日十両J ：土中止され， 各積の土地改良機関も

応！I：された。

ところが， 日中戦争の進展につれ食糧不足が深

志IJ{ヒし，ふたたび朝鮮米への関心が高まり， 1940

11三「朝鮮増米~d'lillil （以下「土台米日JJwjJという）がた

てられることになったう この計画は向とう 6年間

に宅 16万：lOOOヘケタールの士地改良などを行ない

州0万干iの増産を f~fょうとしたものであるが，翌年

iこは， 計両をさらに拡大， 57万7700ヘクタールの

＋地改良などで 1200万石の米を増産することとし

たっそして， f二地改良代行機関として，先の朝鮮

i：地改良株式会社上り， はるかに国策会社的色彩

ぴ）濃いがi鮮民地開発’）；i;l市を設立した。

このようだ大規模な土地改良計両にもかかわら

ず， 実際にiI，鉄・セメント等の資材の不足で，

大規模な永干I］；肱l没の建設はほとんど行なうことが

できず， l 鍋＋~·， i了メントなどの軍需資材を使用し

ないで、地方農民の労役を主として築造せらるる

小規模の溜池工事等の簡易用水源工事を広く全鮮

にわたりなj主主施を強行」ほ2）したのである。

解放後も水利関係組織は， そのまま韓国人に引

きつがれf二υ ただし， 農地開発営団は，解放後し

ばらくは‘手務を継続したが， 1950年水利組合連

合会（以F大怜＋：iiliとし、う）に吸収され，これ以降，

特同の政策的な水手I］事業i土， 大韓水連←水手lj組合

の系統を通じて，元的に行なわれるようになっ

fこC

ところで解放後J朝鮮は南北に分断されたので

あるが，解放直前の南朝鮮地域における水利組合

の発達状況は， ?r,5表のとおりであった。解放後，

JK手I］組itは，第6図に示したように，1950年までは

ほぼ停滞、 1951～同年間の増加， 57年以降の停滞と

いうように推移した。 このような推移の背設を理

解するうえでみておかなければならないことは，

水平！｝関係組織の性格における一定の変化である。
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第5畿南朝鮮地域における水利組合の水利施設別

遊沢面積（194三今）
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（出所〉 朝鮮総替府『調査月報』，第15巻6i予，84ぺ

一γ。
第6図解放役の水平IJ組合の発透
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（出所） 農業協同組合『韓国農政20年史』。

この変化をもたらしたものは。 日本による楠民地

支配からの解放であり，さらに，農地改革による

地主小作関係の後退である。かつての水利事業は

差額地代の土台加を求める地主によ－）て積極的にji 

なわれた面点、少たくなかったu それは、 大地主山

場台，資力の面で主体性を発揮しえた三とと関連

があろh rが，農地改革後の農民は今高率小作
料の重圧から免れたものの，零細な土地所有者に

すぎず，また，解放後一貫して低米価政策がとら

れたため，水利事業を主体的に行なう資力に欠け

てし、た。解放前といえども、国の援動力1水手lj事業

の促進l三大きな役割を果たした三とは， 先に述べ

たとおりであるが，解放後は，水利：~業は全面的

;;.o 

に関家資金に頼ることになった。

朝鮮戦争以後の水手lj事業は， まず，旧日本入所

有地の払下げ代金を源泉とする「農地改革卒業特

別会計jによって展開の基礎を得， さらに， 1955

年からは， アメリカの援助物資払下げ代金を源泉

とする「経済開発事業特別会計」によって促進さ

れた。 1960年までの源泉別水利資金は，第7図に

示したとおりである。

第7図源泉＇.':JI］水干I］資金（1945～60与）

;j)s，在日

11,677, 60民1100内！ノ

n:utn立好l

－般会制i

（「住所〕 土地改良組合連合会『土地改良事業年幸tH966
年』。

水利資金（主として施設工事費）総額約116億7000

万7オンのうわ， i府補助金52%，政府保証融資

48~；，であ，，たが，融資のうち15.5%に「長期債整

理特別措置法ーが適用され，けっきょく，国産負

担となったため，実質補助率67.5%に違した。補

助金のうち，アメリカ援助に係る比率は44%，政

府財政の持出し 38%，残り18%が旧日本入所有地

払下：f持金から支出されたことになる。なお，政

府融資U，低利（年平1]3.S%が大部分〉長期の貸付で，

これが農民の負担となるが， 1960年までに実際に

農民が負担したのは，水利資金全体の2.8%,3億

3000万ウォンにすぎなかった。

以上のように，水利資金を大部分国家資金に頼

り， 義氏｛員IJの主体性は，ほとんど発揮される余地

がながった。水利事業は国家予葬の枠におさえら

れ， 大韓水連は，国家の水利事業の代行機関と化

した。



1968070023.TIF

本干I］組｛；，／）＇r"，・僚機［刻化は， 1961年以降，朴正！開

Ji",:t伝／j ＼，とで『 fさじ〉にづ怠｛七さjL fニコ 1961{j～ ll'k:ltf 

:t I 1k手I］キ1［台円台引いこ問寸る特別措；i:Piit.1：ど制定

iヲ 1部 l＋且｛；｛！＇.I月｛HIJ；こ‘ 永手lj忠良｛；－ハ｛；－｛}fを指導

するとともに 永手1Jmi'i＇を｜二 iむc'l:良キill.ri＇；二，＞i<f-1)

組合連合会E什山山1H氾台迎合会にL'1{f8;＇...た 11!平

成古1j(I〕水平I］組（，：工、 比較的）：：j見十I,＼な j,,1）が多か－ I 
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仁川 ell比率と・r日主 Jたc ft｛井措置 i~｛店［！の 11く手＼］組 f,

（勺規模りlj汁布，n資料えlリ＼＿＂、のでう 1955年をやdにと

け『 f,Hf：措（月後のうy市と比較してみるとす ffif) 表
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( LL¥所） 大総土地改良組fr連合会 i：上i也改良事業統
,ii可戟1966｛干』。
大韓7)<手lj紹介連｛，会『舵同ti也改良事業 10年史』
( l()fiがi今：），，

ノ／ール f,，ら17三（）ヘケノJ」／しに明大し，ら（）（）ヘフヲ一 政を援助して宅地域開発計画の推進者としても手I]

1[,. 以上規慢の祖合か主体とな＂）た l f子併のR的に 用3れるようになったc

, )I，、ご，「組台、・＇）経奇節減と ｛＼＇理的な運営をはか！ 2. 土地改良組合によらない水平I］事業

るた灼とし·，~－＼、山川、午、？にUHc，かじけ1て、、！（ L、 上地改良組合は、近代， 日本による組民地支配

か， 土地改良事業法山第li条 i王i家支たi土地々 の過程で発達してきたものであるが， 韓国におけ

f'1＼台体；二 kみJJ也改良事業が施工中あるいは崎工 る水平I］卒業は，稲作農業とともに古い歴史をもっO

/~; Lた場台、 '''i j支行政庁：t‘ 七地改良事業の施 'Jtr，に本（if］初期iこは数々の大水利事業が行なわれた

Tlく域とそ v')I正lJixlλi：ニft:1:1・,t＇.＞条資格者－ u:1住所｛1今 こと金歴史文書は伝えているほ3）。日韓併合直後

行）士定：h ：『泊台を設立さ位、その一仁 ・JlJ.たは の日本人の調査に上ると，堤版約oOOO,t{f：約2万

民i，；交を当同組（tに委譲すーることができる iが適Ill 7000，それらによるi窪概面積約2:1万ヘクタールが

されたと l主、寸でに［i!]L. ft［；内；ニ土地改良組合があ 数えられたという市川〉これらの施設の管理につ

るときは， 自到的にその組fr；こI吸収されることに ヤどは，問題が少なくなかったようであり，ほと

午：J，政府μ

{l:‘大きな；，＂Jn本を L~）ことに／（人う r すなわ九、

部内の士地改良iこっし、て、 既設組｛，に貞ff:をもた

せると同時に． 行政主HM＞指導監将を容坊にする

条件をつくったことにたる一

さムに. l ()(j三年［，＇ラ［経済開発 5カ年，;t・UぉiIか発

Jιすると、 1!<. frJt，当：Lliilif卜11l1iIι i土め」主主fl、 l:lfu 
改良組｛＼＇は‘ 【：i実 U11L十両に仁る永幸I］事業の山H'l

機｜生！と h ，に +JU!t.:i.c良住l｛＼＇口、九主協［ 111おi(, !:-

とtに、 ！！？！、行政」化；）；推進主 ；／V ド〉ある地－JJ{J 

！内は， 1912｛子、 fl是取および献の管理に関する｛牛i

全売して，これら施設の管理者を設定， その修理

保存をrn,;Jとし、七た、地方官庁に補助金を与えて，

改修を行なわせた。 1!-J19年までの改修実績は19:l7

り所， そのi整蹴面積は， 28万9000ヘクタールであ

たっ 1920＇，~：二からはすでに述へたように， 「朝鮮

1l"f'.fミ憎殖計幽jが始められ， 水利組合が急速な発

遣をみるようにな〆〉たれしかし，水利組合以外の

ノk利＇if業が禁止主れたわけではt;_v、から， このrm
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にも， IH来の施設の改修や「土地改良契」（注らの

水利事業も数多く行なわれたのである。 「更新計

阿」が中止さむた 1935年現在，水利組合以外の水

利施設は、第7表にみるように，数のうえでは水

利組合を圧倒していた。しかし， i司表がらも知ら

hるよ月 I-, 1胞設当たり謹概面積は竺く狭いo

：－！：.た，内容的には，献によるものが多く，全体の

日%をrtiめてνる。堤権とは溜池のことで，二れ

には河川をせきとめるものと， それ以外のところ

に設置するものとがある。ただし，担SJ11；こ設置さ

れたものは，あまりなかったようである。献は，

河IIIをせきとめど，用水路に水をひくためのもの

だが，地形のよいところでは貯水池を兼ねること

があったっ献の設置は，非常に’＇：If.易で，普通， 1i1J

床にくいを打ち込み，そこに，木の枝や岩石を積

んでせきとめる。洪水期になると，抗出してし，）：

うので，毎年， （下り変えなければならないし，貯

水は本田移植期の濯翫用μしか使えない。このた

め、全羅北道の大地主になった藤井寛太郊氏など

は，献を本国移植期濯概用の臨時の溜池と観察し

ているくらいである。梓国農氏の水不足対策は主

としてこのi伏だ、つたと

J江謹瓶函積しカ勾もたないし， その設置も筒単／ニか

ら，毎年，近隣4～5戸の農家で共同で作り，特

に水利組合なu、し「水利契jのようなものも組成

第7表水手I］組合にょんない水利施設（19:15年）

（単位．ヘクタール）

｜ ｜比芽： l施設ヴえ
l施試数｜）産ifl正面積｜ （%） り塞紙面

j足収 l Hう:z,isI 9,1,000 10 11 :3 
if.k 911、413I 551,o帥 58 , li.O 
湯水機 l 2,395 i 23,000 I 2 i 9.fi 
その他 I199,573 i 283,ooo I :,o I 1.4 

計 100 :1. l 

〔出所〕 小早川九郎『朝鮮農業発達史』，発達篇，
126，ージ。
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してヤなし、。 i{f：が農民的な水手lj技術とするなら

ば，堤棋や揚水機の場合は， t也主が設置すること

が多く，地主的技術と性格づけられる。

1940年代にはし、り， 「増米計画」が実施に移さ

れるtうになると，すでに述べたように，水平lj組

合による大規模な事業よりも，小溜池の設置を中

心とする小規模事業が盛んμ行なわれた。 1942年

の統計によると，水平I］組合によらなレ;K利施設に

よる瀧概面積は約98万4000ヘクターノレであり，水

利組合によるもの24万1198ヘクタールの4桁に達

している。しかし，不完全なものが多いため，水

不足を完全に解消してはいなかった。

ところで，これらの小規模な水利施設は，大部

分，南朝鮮地域に分布してu、た。 1942年の統，ii・に

よると， これらの施設による企闘の灘概面積98万

4000ヘクタールの73%にあたる72万2開。ヘクター

ルが南朝鮮地域にあった。 自然条件のうえで，南

朝鮮地域のほうが水不足を起4二しやすかったため

であろう。水利組合による濯慨面積のほうは，こ

の地域には，全国の半分以下の11万8000ヘクター

ルしかなかったがら， 市朝鮮地域の水平ljは，大部

分が水利組合によらない方法によって行なわれた

ことになろう。

解放後，水利組合によらない水利事業は，どの

よう；こ花展させられたのであろうか。結論的にい

うと， 1960年まではほとんど旧来のまま放置され

たとL、えよう。前掲第5図でみたように， 1965年

現在，土地改良組合によらない濯概面積は約73万

ヘクターノレで， 1942年の数値とほとんど変わらな

し、。もんろん、地主所有の水利施設が農地改革後，

新たに設置された水利組合に移管されたり，天水

~u に小規模水利施設が設置されたり， 多少の移動

は考えられる。しかし，小規模な水利施設が従来

カeら存在していに地域は，平野部より小河川流域



Ⅳ　経済開発計画と水利事業
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i) 二多いため、 l元世の大きL、水利組台を設置する余

J也i二之ししことや，；並に， 天水田は大河川の下流

平野に比較的多く． 水平IJ組合設障の効果が大きか

》たことなとを考慮するとき， 小規模h水手lj/ifu:設

をもった地域が不完会なまま取り浅されてし、るよ

うに思、われる。

以とは集団的な7J<.t1J·11業に ~） •，、て :i!E ，ごたのであ

ゐが、 このほが個々の民民によって行たわれてし、

るいんいろな水不足対策があ心 cその一つは，：次回

ぷ）刊1を深〈掘り，湧IUする地下水を持水LC使

)f-j寸心＼， .; ! Cふる，い、 三の力法はもじん／し、その

kうな 1・1然条件のあるところに限，・，，！LてL、ふり ま

fニ、第 l（！）ブ；；t、とi可｜込水（Uの－－－－官I＼をiでく掘り，

)tr水するも山があ句 u これは天i<.IIJJ）ー「〉に違い

なし、が司 子民ゴちの部分を表作i二｛史えと〉という手IJ点が

cli，る

以上九てきた主うじ『 解放後の伴｜誌の水手IJ.t;cr

は、「民地改革事業特別会計！と：経済開発特別会

＂ト さ：主要h日tl原としノて行なわれてきたが，実績

は大きいものではなかったr tくの水田が，！f:j)j'.:

fJ向上心F〕前提としごの， ＊手IJの安全さえ確保されノ

／，＿い主主；二放置されぐさた。しかし，このこと

は， 都市の食極不足をアい） 71 C') )fl産物援助で対

処することのでさjこ李承晩政権にとー？とは， 品；玄f

な問題とみなされなか e 》たようだc

＊利不安と L、う大問題をかかえた 19504'.ft:の紛：

叫の小品l土、 水田生産力の向上ーによ J fぐ経済力を

強fじする三とができず， 1960年代の工業化の進展

に対応する力をもてた fわった〉 これがため， 1%0

年代後半，朴政権のもとで， ［二からの構造政策を

11・支せさるをえなくなったのであるρ
( ( l l ) ,:¥ ;'.C: 1'壬lt/'!Hiこれ t; ! ／－：，水不lj施：没，）J分布JOJI

併総HIH「；訂作Jl'ILL 1三2主4～5,)) 75/l('iι 

CL2) ,\I 日.~；メJ r,:w，下卜i也1'.'dl'j!T.~~ ij (Ii（］平II:＼忌

;I Jヲ 1,"1ヘ－－ , 

( (:L :-1 ) ド叫における本利事業につL、ては不n）］な，h

/J ·~い、 ！こた!1fi『宇悦水利史研究』参照υ

ui: 11 J ・J、J;cJi IJL郎『yJj鮮民？震発i主史J，発達j','Ji,122 

ヘー γηt:tこし こ，＂）数fi/Iにはかなりの過小説傾がみ

んj：ら jっf二J
Ul5) 水不l；事業全行なうため， ！？在的に組級さh

:_:, JI, p]f,t;,, 1940{1 J＼＇.： には，づ、tllt奨水利'le五来を行なうた

め‘前七作洋Jによけと5::lfi（めに組織δjl fこれあく主で111¥

i:tf）説i紋であ／ t ' 

IV 経済開発計画と水平iJ事業

1961年，朴政権は［韓国第 1次経済開発5カ年

Jl・Ut1i (1%2～l%6年）J（以下1次計画という）を発表

した。これは，産業の近代化による経済H立の達

成を目標としたものであるが、 内存的には，工業

化計Utiiであった。たとえば， Iiト凶i中の資本形成五十

[!liiをみると，全体の 34%が第2次産業iこ， 49%が

立＼3次産業に投資されるのに対し，第I次産業に

H17%しか割り当てられなかった。第I次産業へ

の投資内容をみると，第8表にみるように，成長

f;I＼門への投資が多く，食糧増産のためのものが少

なかった。水利事業へは，第1次産業への投資

の11.5%で、対象面積も 4万4000ヘクタールが計画l

されたにすぎなかった山1）。

ところが， 計画初年度である1962年の米作は予

想外の凶作となり，三i両の推進に大きな困難をも

たらすこととなった。

実＇） 8苦笑 第1次5カ年計画における農業部門への投資

(]96Jciμ価格） （単位：億ウォン）

投資額！比率（%）

民地改長物産
76 18.0 

れ古j子安 f決イl すh
5:l 12.6 

そ術の｛指tて 導｛也
56 Ll .:1 
71 Hi.8 
15 :i. fi 
151 :i:,. 7 

422 100.0 

(tf'i所） 口持経済協会『韓同第l次経済開発5力if
汁ff百iJC1962年）υ

今、JZ 
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韓国政府は，この援助を資金として，農村遊

休労働力の積極的な利用にのりだした。

が，すなわち， 1962年の米作は，植付面積が前年よ

り1万ヘケヤ Pレも多かサたのに， 10f-1！，当た それは，

労働力の投下だけで成しうる関空Eやこの小規模水,jfj半の304キロケラムより 41キログ9生産量れ

この方向は， 1965年，農村

掠興庁によって「叩落民の自助開発6カ年計闘

利率業などであった。総生産ラムも少ない 263キログラムだったので，

量は，前年より 13%も少ない 301万5000トンにと

より積極也されたり1(%1i～1971年）Jによ，) -c, 著しLパ食糧不足となし米

インプレーションをさらに

このJ；こめ，立まった

工業化のための資金を犠牲にする心との方法は，価の高騰をもたらし，

農民の所得の増加をはかるものとして，なしに，食糧の輸入によって，大盤の激化させた。また，

J号案されたものであろう。

2詰9表

工業化仁区、要な財源をJ_I_j在するこ外貨を費やし‘

凶作の影響均込数年間にのみならず，ととなった。

（到／ば）（似）
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緯国経済全体の沈滞

工業化が1次計画どおり進まな

いくつ；うaの経済政策の失敗もあ

わたり農家経済を萎縮させ，

の原因となったo

hった理由にi土、

この凶作によるところも大きかったので

ある。

このような事情を背最に，

〉たが，

興業生産力の強化安

水平lj事業計制は大幅に

拡大され， 1965年からは「全天候農業計耐jの名

農村をあげての水利事業が行なわれる

定の要請が起こってきたc

資

／
A

）

市
川
一
例
↑

7

9

6

1

ι

3

0

M山

H

V

A

‘
ノ
一
↓
、
J

C
リ
マ
4
内

δ
ひ
の
つ
d

一、
J

J

立

ロ

九
意
一
一
羽
出
，
；

i
u
一
山

司

一

イ

一

率

、

一

個

部

位

じ

t

p

F

口

業

中

針

発

反

J
I
l

－

－

－

間

る

一

i
一

一

済

け

一

額

一

7
1
6
7
3
6

一O
一
躍

お

↑

6
2
6
2
7
1
一

7

一
女

J
J

一

一

つ

b
q
o

’i
一
Q
口

、

｛

に

資

一

「

2

画

一

i
一

一

第

dM1 

lu
）

俊

一

判

制

ハ
悌
一

i
一

円

刊

，

J

メ

正

川

一

ャ

l
i
l
－

－

j

あ
洲
一
一
業
張
物
産
導
他
一
一
蹴

！

6
一

一

円

巨

ト

ド

円

一

事

拡

作

指

韓

刊

j

一

（

一

の

計

が
刈

地

流

術

的

附

一
（

水

耕

統

治

技

そ

一

心

l;g] 0表
第~表

のもとに，

上うにな－， ／；こ

修正された水干I］事業計！I可とその実績it,

実績は計閣の90%にとどまったのとおりである。

新たに改良された面積は， 11万ヘクタールを

越え，原計闘の：！.5倍であった

土地改良組青の事業である貯水池設置は，

が，

56% 

期間中工事費これは，とはなはだ不振だったが，

日当た

:J事業費はEl山年の831S1'7ォーシから， 19同；ffこは，

約2倍の 1方6430ウォンになった。一方，

ポ著しく上昇しfこからである。すなわ士〉守

小規模

修正を余儀1次計画は，初年度の凶作のため，事業は， l王ぼ計画どおりの進捗をみたが，これは、

たく主れたが， J96：叶うからは農業生産が豊作を J 》農村遊休労働アメリカ剰余日生産物を資｛t院とし，

Ji頃；鴻に導入されはじ

念、テンポに工業化と経済成長

より強力な工業

づけるという条件のもとで，

めた外資を基礎に，

をとげた。そして， 1966年には，

力を利用した事業であ円た、

カの経済援助は， 1960年以降， PL480分による剰

余農産物援助が大きな比重を占めるようになった

i字国に対1－」：〉 γ メリ

24 



化を内容とする「韓国第2次経済開発5カ年計画

(1967～71年〕J（以下2次計画という）が発友された0

2次計画によると，第1次産業への総投資は，全

体の16.3%で‘ 1次計画よりも少なくなっている。

農業部門への投資計画をみると，第10表に示すと

おりである。農業部門においては，食糧の完全な

自給が目標の一つにおかれており， 水利事業も14

万ヘクタール計画され，これによって， 全水田面

積の70%が水利安全国となる予定である。

しかし，農業部門への投資のなかで占める水利

事業の割合は， 1次言十両Iの4.5%よりはるかに大

きいが， 同実績の37%より少ない24%である。そ

して，耕地の拡大（：l4%), が相対的に重視されて

いる。新たに造成される耕地は，食糧生産のため

のものではなく，商品作物の生産のためのもので

ある。このことは，政府当局が食糧生産につし、

て，ある程度，楽観的な見通しをも〆 pていること

を意味する。それを端的に示す例として， 1”67年
の早害に対する態度があげられる。 2次計回iの初

年度である1967年も， 1次計画のときと｜司様， 韓

国農業は，大半害に襲われた。 全羅南道や全羅北

道南部の， 小規模の溜池に頼る諸地方では，収穫

皆無の水田が少なくなかった。ところが， 上記両

道を除く， 他の地方の作況が例年よりむしろよか

ったせいもあろうが，政府は， I次計画時のよう

なあわてぶりをみせず，計画をそのまま推進した。

暫定推計によってみると， 1967年の経済成長率は，

かなり鈍化されたものの， 影響は軽微で済んだよ

うだ。そして水利事業による早害の消滅よりも，

農業政策の虫ぷを商品作物の主産地造成という方

向へ移してb、る。

(it l) 日斡経済協会『料凶第 1次経済IJ日発5ヵi¥'-

h十両』 (1962年）参照η

む す び

第1次5カ年計画において，水利事業は，食糧

増産のための戦略的な施策として，努力が払われ

てきた。これは，第2次5カ年計画においてもひ

きつカ通れてし、る。しかし， 1966年後半期から顕著

になりはじめた農業政策の新しい方向は， 水利事

業にも影響を与えている。

まず， 1966年12月に「農業基本法」が公布され

た。他産業との所得格差解消を主眼としたこの法

は， 多くの点で日本の農業基本法と似ているが，

「企業農」の育成に重点をおいているところに一

つの特徴をもっている。また，翌年末，「農漁村開

発公社」を設置し，農村加工産業を奨励すること

とした。同じころに， 成績の悪い里洞組合の切捨

てを内容とする農業協同組合の制度改正案や， 土

地所有の上限制と小作制限を廃止することを内容

とする農地制度改革案等があし、ついで出された。

これらの諸法案に一貫しているものは，韓国農

業における自給的性格を止揚しようということで

ある。韓国政府当局者は，農業の自給性と小農体

制とは密接な関連をもっととらえており，農業を

近代化するためには， この小農体制を打破するこ

とが必要だとしている。現行諸制度はいずれも，

小農保護を目的とするか， あるいは結果的に小農

を保護している。しかし， 制度を改革するだけで

は，商業的農業は発展しない。韓国には，商業的

農業が発展する外的条件が欠知している。むしろ

商業的農業が発展しない結果として， 小農的生産

体制が維持されているのである。

韓国政府の農業近代化方式は，上述の諸制度改

革と主産地造成との結合である。すなわち，地域

を設定して， 一定の商品作物を集中的に作らせ，

その作物を原料とする加工産業を近くに設立す

Zラ
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る これによって，護制遊休労働力の利用，零細

！民家の兼業化，離農の促進がfl:／）＇られる。撞路は

生花物(I）市場であるが，これは， :MW＼によって確

保する，というものである。

i産地造成政策は， 適地適作をと基本原則とする

ことによって喝 その有効性を高く発揮することが

ビき心υ

この意味で， 主産地造成の考え方がコメにもと

られつつあるようだ。たとえば， 南部山間部の天

水回では，畑地化が奨励されているが，これは，

天水田の水利改良よりも，既存の水利安全出にお

ける生産性を増大させるほうが技術的に容易であ

第1次5カ年計画期においては， 小農保護に属

する諸政策が実施された。とくに， 1965年， 1966

年に行なわれた「自立安定農家造成」はその典型

的なものであったが，「効率的ではな1，ゴという判

断のもとに中止され， 2次ぃト両では， 全面的に主

在地造成計画に移行された。主産地1吉成の対象は

L、まのところ，マユ，アマ，ラミー，葉タパコ，

油業などの工芸作物， ニンジンなどの専売作物，

野菜，巣樹などで， 小農体制と必ずしも矛盾する

ことなしに進められている。

i)' .t fニ効率的でもあるからであんう。

1%7年の平害につづき，今年も水不足が予想さ

れているように，韓国の水間農業は，その基本要

件である水利の安定からは遠い。 しかしながら，

より効率的な水資源の活用と主産地造成による農

業近代化というこつの目標を前にして，水利事業

には新しし、位置づけが必要とされるにいたサてい主産地造成政策は，漸次的；こ農業構造を変革し，

かっ‘ ；た業を取り巻く社会的条件をも意図的に変

えてL、くものとして興味をひく。
""" 

( 調査研究部）
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タイ農業の支支

長谷）II京一 iぎ ;i';'

193頁￥ 250 

タイの日本食菜

一海外投資の環境ーと条件

山村勝郎・田中忠治若：

174頁￥ 200 

t>タイ農業の論塑ノタイZ車業発展の他律性／タイ農業を規制す
る自然条件／タイ霊堂書きにおける稲作と畑作／自然条件の不安定

と稲作の関係t>タイにじける米作の発展／米作の外延的発射：／
輸出の増大／粍？？と労働／’人権の自由化／タイの米作発展開lに
果たした政府の役割！＞タイにおける米作の停滞／単位面積当り

収穫量の低下／米作］）労働生産性の低下t>タイにおける米作の
現状／米作面積の地域的分布／生産量の分布と米の種類／米が

商品化される地域と白給地域／米の鏑絡分布／耕作事情b新し
いタイ農業／米作かち畑作への転換／タイ農業の畑作転換の理

由t>予想、されるタイ農業の将来／投入を予想される労働力／投
入を予想される土地／畑作発展の見込み／畑作発展が予想され

る地域t>タイ趨業の今後の問題点と日本の立場／タイ農業の今
後の問題点／タイ農業発展と一次産品開発への道

t>タイへ進出 j;:, IJ本企業［〉自由経済のタイ仁＞jffi!f毛rる工業ft
b優遇される工業投資［＞製品の叛売市場としてみ子タイb 「チ
ャオナーイj と働く人々仁〉送出する外国の企業I>さ，トんfiI i木
の企業進出のr.u忠点はどこかt>企業進出はどう受けとられてt、
るか 〔付〕 タイ fj;i進出の日本企業の担スト

·,r~l'IA!m宮·：r~r.r.=m:;:;::'rr~：，.＝＝盟＂：！：！＇：＇.：＂.!l!!JJ.盟，，.；：，，旬開暫'r:.!'.：.：~：.：~.：.：.且盟，：：.：.：.：：：：：＝：＇.：.：..＝－：.:.=-.: .:.-=-.:: .＝.アジア経済出版会発売
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